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 「単一製品」企業： SRが 0.95 から 1.0 の間にある企業。このような企業は、その営業規模の
拡張を通じてのみ成長する。








































































た。ここでの分析は二つの期間で行っており、1975 年から 1979 年の「関連多角化×外部成長」
のグループのROAは、「関連多角化×内部成長」のグループの値はさほど変わらない（前者が
















































EIZOは開発に関連する買収を、2007 年から 2018 年までの間に 5件行っている4）。今回はこの
うち「医療用モニター」に関わる 2件の買収に注目する。具体的には、2007 年 10月に事業譲受
したSiemens AGの医療市場向けモニター事業と、2016 年 7月に事業譲受したパナソニック ヘル





傾向にあり、2000 年度から 2001 年度の売上高成長率は 18％と相対的に高い。2002 年度から 2006
年度の売上高成長率の平均をとると 5.4％であった。最初の買収後の 2008 年度から 2012 年度の売
上高成長率は -7.8％である。EIZOの売上高は 2012 年を底に上昇傾向にあり、2013 年度から 2017
年度の売上高成長率は 8％である。情報通信機械器具製造業のデータはリーマン・ブラザーズの経
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グメントを、B&P（Business & Plus）、ヘルスケア、クリエイティブワーク、V&S （Vertical ＆ 
Specifi c）、アミューズメント、その他に再編している。
－ 12 －










































化：17 インチ⇒ 19 インチ
以上）


































グローバル展開 言及無し 言及無し 開発・生産体制：ドイツ、日本、アメリカ
最終年度売上高目標























医 療 用：No.1 を 達 成、 グ ラ
フィックス用：No.1 を維持。
航空管制（ATC）市場：Tech 


















・ 2009 年 7 月 に 手術室向け
大型モニターソリューショ
ン RadiForce LS560W / 
LX560W を発売。






































































































標 11F：197 億円→ 14F 計画：
430 億円）
830 億（840 億円） 970 憶円
最終年度経常利益目標

































































































実践女子大学人間社会学部紀要　第 17 集　2021 年 3 月




 3）EIZOは、2013 年 4月に社名を「ナナオ」から商号変更している。資本金は約 44億 2574 万
6千 5百円、2020 年 3月期のグループ連結売上高は 764億円、単体売上高は 512億円。2020
年 3月末日現在のグループ従業員数は 2,422 名、単体従業員数は 1,031 名で、平均臨時雇用
人員を含む（EIZO株式会社ホームページ　http://www.eizo.co.jp/company/information/
outline/index.html より。最終閲覧日は 2021 年 1月 28日）。
 4）本論文では取り上げない 3件の買収は、次の通りである。2007 年 2月、グラフィックスボー
ドの製造、開発を行っているTech Source Inc.（アメリカ）の株式を取得し、子会社化。
2009 年 2月、eg-electronic GmbH （ドイツ）のモニター及びモニターコントローラーボード




 5）EIZOのデータは第 35期から第 53期までの有価証券報告書から、情報通信機械器具製造業の
データは経済産業省による企業活動基本調査から得た。
 6）Siemens が企業を買収した情報を記載したプレスリリースによると、「A&Dは世界におよそ
7万 600 人の従業員を擁し、2006 年度（9月 30日終了）の営業利益（米国会計基準）は 15億
7,200 万ユーロ、売上高は 128億 4,800 万ユーロ、受注高は 141億 800 万ユーロでした」とあ
る（https://www.plm.automation.siemens.com/global/ja/our-story/newsroom/siemens-pre
ss-release/47181　最終閲覧日は 2021 年 1月 10日）。一方、EIZO（当時は、企業名はナナ
オ）が 2007 年 6月 26日付でプレスリリースしたSiemens AD買収の記事によれば、当該
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一回目は 2015 年 11月 8日午後 15時から 16時 30分まで、二回目は 2015 年 12月 11日午前
10時から 12時までである。また、2016 年 1月 27日午後 3時から 3時 25分まで、同上のお
二人に電話会議形式によるインタビューを行った。PACSが EIZOに集約されたことは、第
二回目のインタビューで伺った。












15）2019 年 8月 23日、13時半から 15時 40分までEIZO本社にて知的財産部知的財産課の伊藤
広様と企画部の梶川和之様にインタビュー調査を行った。随時メールにより伊藤様と梶川様
に追加の質問をし、回答をいただき情報の補完を行っている。
16）2017 年 8月に PHC買収後初めての、手術室・内視鏡用モニターの新製品の発表をしている
（https://www.eizo.co.jp/press/archive/2017/NR17_006.html　最終閲覧日は 2021 年 1月 31
日）。
－ 18 －
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